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は じ め に

労働市場において，男女間賃金格差は各国の

共通な問題である。この問題を解決するため，

様々な労働政策が実施されたが，男女間賃金格

差は依然として残っている。男女間賃金格差の

決定要因について，Oaxaca（１９７３），Blinder（１９７３），

Reimer（１９８３），Cotton（１９８８），Neumark（１９８８），

Oaxaca and Ransom（１９９４）は，男女間賃金格

差が教育水準，経験年数などの人的資本の量に

基づく格差と，各要因に対する評価の男女差異

に起因する格差（例えば，男女の差別的取り扱

い）の２種類に分けられることを示している。

また，Blau and Kahn（１９９６；１９９７）は，人的資

本以外に，賃金決定制度も男女間賃金格差の変

化に影響を与えることを指摘している。各要因

に対応して取るべき政策は異なるため，労働政

策の立案面で男女間賃金格差及びその決定要因

に関する実証分析は重要な課題である。しかし，

中国においては，市場経済期に男女間賃金格差

が拡大したが，この課題に関する計量分析は十

分ではない。そのため，本稿では，実証分析を

通じて市場経済期の中国における男女間賃金格

差の変化およびその決定要因を数量的に明らか

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
──１９９５年，２００２年都市家計調査の個票データを用いた実証分析──

ま きん きん

馬 欣 欣

《要 約》

計画経済から市場経済への改革に伴って，中国の都市部における労働市場の構造が転換したととも

に，男女間の賃金格差が変化した。本稿では１９９５年，２００２年の中国家計調査の個票データを用い，市

場経済期の中国都市部における男女間賃金格差の変化およびその形成要因に関する実証分析を行った。

計量分析によって，以下のことが明らかになった。第１に，１９９５年から２００２年にかけて中国の都市部

において，男女間賃金格差が拡大した。第２に，男女間賃金格差に与える影響は，非属性格差が属性

格差に比べて大きい。第３に，人的資本および賃金決定制度が男女間賃金格差の拡大に影響を与える。

ただし，賃金決定制度の影響が人的資本に比べて大きい。第４に，男女間賃金格差の拡大は，低賃金

所得層が高賃金所得層より顕著である。計量分析の結果により，男女間賃金格差を縮小するため，競

争的な市場経済に任せず，男女平等の労働政策を実施することが今後の重要な課題であると示唆され

た。
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にする。

以下では，中国の都市部における男女間賃金

格差の状況を概観する。まず，その変化につい

てみる。計画経済期（１９４９～７７年）には，男女

平等が社会主義のイデオロギーとして強調され，

男女間賃金格差を解消するための労働政策が実

施された。そのため，１９８０年代までは男女間賃

金格差が小さかった［Gustafsson and Li２０００］。

しかし，１９９０年代以降，市場化改革に伴って男

女間賃金格差が拡大した［Gustafsson and Li

２０００；張２００４；馬２００５］。

次に男女間賃金格差の決定要因についてみる。

Gustafsson and Li（２０００），紀・秦（２００４），馬

（２００７a，b）は，人的資本の量の男女差異と，

人的資本に対する評価（注１）の男女格差が男女間

賃金格差に影響を与えることを示している。王

（２００５；２００６），李・馬（２００６），馬（２００７b）は，

職業分布の男女差異と，同一職業における男女

の差別的取り扱いが男女間賃金格差に影響を与

えることを示している。張（２００４），杜・範（２００５），

関・孟（２００５），馬（２００８a）は，雇用調整など

の就業状況の変化，経済グローバル化が男女間

賃金格差に影響を与えることを指摘している。

また，市場化改革に伴って賃金決定制度（注２）が

大きく変化したことが男女間賃金格差に影響を

与えると考えられる。具体的にいえば，計画経

済期には，国有企業が賃金決定の自主権を持た

ず，賃金総額，賃金水準，昇級・昇給がすべて

政府によってコントロールされていた［丸川

２００２；馬２００６］。しかし，市場経済期には，企

業改革の実施とともに，国有企業は，賃金決定

の自主権が拡大した。また，企業所有制の改革

に伴って非国有企業（例えば，外資企業，民営企

業）が増加した。非国有企業は最初に賃金決定

の自主権を持つことが多い。このような賃金決

定制度の変化が男女間賃金格差に影響を与える

と考えられる。

上記から，中国において，市場経済期に，人

的資本の量，男女の差別的取り扱い，および賃

金決定制度が男女間賃金格差に影響を与えると

考えられる。しかし，現在までに，中国の男女

間賃金格差およびその変化に関する計量分析は

少なく，特に１９９０年代中期以後の賃金格差の変

化に関する実証分析はほとんど行われていない。

そのため，市場経済期における中国の男女間賃

金格差およびその変化は，人的資本の量の男女

差異に起因するものか，人的資本の量が同じで

も，男女の差別的取り扱いの問題に起因するも

のか，賃金決定制度の変化に起因するものかは

明確ではない。上で述べたように，本稿の目的

は，実証分析を通じてこれらの課題を明らかに

することである。

この実証分析の意義は，以下のとおりである。

（１）男女間賃金格差の問題は，市場化された経

済における効率性と公平性の問題に関連する。

つまり，効率性を重視した市場化改革に伴い，

男女の平等性，あるいは男女の取り扱いの公平

性が失われ，男性に比べ，女性はより不利な就

業状況に陥る可能性が生じた［李２００３］。この

問題を解明するため，市場経済期における男女

間賃金格差およびその決定要因に関する実証分

析は重要である。（２）男女間賃金格差の問題は

市場経済期の所得格差のひとつの要因になって

いる。中国の所得格差の要因としては，人的資

本や制度改革などのさまざまな理由が挙げられ

ている［李・趙２００６；馬２００７c］。所得格差のひ

とつの要因としての男女間賃金格差が拡大すれ

ば，所得格差はさらに拡大すると考えられる。

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
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したがって，所得格差の問題を解明するため，

性別による賃金格差の変化およびその決定要因

に関する計量分析が重要である。

本稿の構成としては，次の第Ⅰ節では先行研

究をサーベイし，第Ⅱ節では個票データから観

察された男女間賃金格差の状況について述べ，

第Ⅲ節では計量分析の枠組みについて説明する。

第Ⅳ節では計量分析を行い，推定結果を説明す

る。最後に計量分析から得られた結論と政策示

唆をまとめる。

Ⅰ 先行研究のサーベイ

１．男女間賃金格差に関する諸理論仮説

男女間賃金格差の要因については，以下のよ

うな諸理論によって説明されている。まず，労

働供給側においては，「人的資本論」［Becker

１９６４；Mincer１９７４］によれば，学校教育（学歴）

を通じて形成される一般人的資本（genereal hu-

man capital）と，仕事を通じた技能・知識を習

得する機会，すなわち企業内の教育訓練によっ

て形成される企業特殊的人的資本（special hu-

man capital）の上昇によって，従業員の生産性

が向上し，賃金は上昇することが説明されてい

る。この理論に基づけば，教育水準や経験年数

などの人的資本の量は，性別により異なるため，

男女間賃金格差が生じると考えられる。

次に，労働需要側において，人的資本を含む

労働者の属性要因が一定であっても，Becker

（１９５７）の「雇用主の偏見仮説」と，Arrow（１９７２；

１９７３），Phelps（１９７２）の「統計的差別理論」に

よれば，雇用主の男女の差別的取り扱いが存在

すると，男女間賃金格差が生じると考えられる。

さらに，労働市場の分断化がもうひとつの理

由として挙げられる。Doeringer and Piore

（１９７１）の「二重労働市場仮説」（Dual labor mar-

ket）によれば，労働市場が制度的に第１次労

働市場（primary market）と第２次労働市場（sec-

ondary market）の２つに分断される。第１次労

働市場とは，高い賃金，良い労働条件，安定的

雇用，組織内部での配置転換や昇進昇格を繰り

返して，熟練を形成してゆく労働市場である。

第２次労働市場とは，第１次労働市場に対して，

低い賃金，劣悪な労働条件，高い離職率，少な

い教育訓練，低い昇進機会などによって特徴づ

けられる労働市場である。二重労働市場の仮説

によると，第１次労働市場にいる労働者の割合

は男性が女性より多く，第２次労働市場に多く

の女性就業者がいれば，男女間賃金格差が生じ

ると考えられる。

以上の理論仮説に基づき，中国において，市

場化改革が男女間賃金格差に与える影響は，以

下のような２つの効果を持つと考えられる。

（１）市場化改革による負の効果である。市場化

の進展とともに，企業は賃金決定の自主権が拡

大した。それに伴って雇用主の偏見仮説，統計

的差別理論で指摘されたような労働需要側によ

る男女の差別的取扱いが生じやすくなる可能性

が存在する。また，市場経済期に中国の労働市

場が正規就業と非正規就業，国有部門と非国有

部門によって分断されている。労働市場の分断

化理論によれば，就業形態，雇用部門における

男女分布の差異が大きければ，男女間賃金格差

が生じると考えられる。それに対して，（２）市

場競争による正の効果が存在する可能性がある。

つまり，企業が賃金を自由に決定することは，

労働市場が完全競争市場に近づいていることを

意味する。市場競争原理によれば，男女差別が
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小さい企業が市場を通じて生き残る可能性が高

い。そのため，長期的にみれば，市場化改革の

進展に伴って男女間賃金格差が縮小する可能性

も存在する。したがって，市場化改革が男女間

賃金格差に与える影響は，こうした正の効果と

負の効果をあわせたものである。市場化改革に

伴う男女間賃金格差の変化はこのような２つの

効果の大きさに依存すると考えられる。以下で

は，以上の理論仮説に基づく実証分析の結果を

まとめている。

２．実証分析のサーベイ

まず，男女間賃金格差の要因に関する計量分

析の方法は，大きく２種に分けられる。（１）Oax-

acaモデル（注３）を用いた各時点における格差に

関する要因分解である。Oaxaca（１９７３），Blinder

（１９７３），Reimer（１９８３），Cotton（１９８８），Neu-

mark（１９８８），Oaxaca and Ransom（１９９４）は，

人的資本を含む各要因の量における男女の差異

に基づく格差（以下では，「属性格差」と呼ぶ）

と，各要因の量における男女の差異によっては

説明できない部分に基づく格差（以下では，「非

属性格差」と呼ぶ）の両方が，男女間賃金格差

に影響を与えることを明らかにしている。（２）

JMPモデル（注４）［Juhn, Murphy and Pierce１９９１］

を用いた２時点における男女間賃金格差の変化

に関する要因分解である。以下では，JMPモデ

ルを用いた実証分析について述べる。

Blau and Kahn（１９９６；１９９７）は，アメリカに

おいて，人的資本と賃金決定制度（注５）が１９９０年

代の男女間賃金格差の変化に影響を与え，企業

の賃金決定の自由度が大きくなれば，男女間賃

金格差が大きくなると指摘している。

Kidd and Shannon（２００２）は，オーストラリ

アとイギリスにおいても，１９８０年代に男女間賃

金格差が縮小したが，両国では男女間賃金格差

の変化の要因が異なることを述べている。オー

ストラリアでは，人的資本が男女間賃金格差の

変化に大きな影響を与える一方で，イギリスに

おいては，１９８０年代に賃金決定制度がその賃金

格差の変化に大きな影響を与えることを示して

いる。

Reilly（１９９９）は，１９９２～９６年にロシアにお

いて，市場化の改革に伴って男女間賃金格差が

拡大し，賃金格差の変化に与える影響は，人的

資本のほうが賃金決定制度より大きいことを明

らかにしている。

Orazem and Vodopivec（２０００）は，１９８７～９２

年の市場経済移行期に，エストニア，スロベニ

アにおいて，男女間賃金格差が縮小し，人的資

本と賃金決定制度がそれぞれの賃金格差の変化

に寄与することを示している。

次に，中国に関する実証分析の結果をみる。

男女間賃金格差の変化について，Kidd and

Meng（２００１）は，１９８１～８７年国有企業のデー

タを用いた実証分析を行った。分析から，国有

企業においては，１９８０年代前期に比べ，８０年代

後期の場合，男女間賃金格差が縮小したことを

示している。また，男女間賃金格差の縮小に与

える影響は，人的資本が賃金決定制度より大き

いと述べている。

Gustafsson and Li（２０００）は，１９８８年，９５年

中国都市家計調査（以下ではCHIP１９８８，CHIP

１９９５と呼ぶ）の個票データを利用し，Oaxacaモ

デルを用いた分析結果により，８８年から９５年に

かけて中国都市部における男女間賃金格差が拡

大し，企業所有制形態，学歴，年齢における男

女の差異が，その賃金格差に寄与し，とくに学

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
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歴に対する評価における男女差異の影響は大き

いことを示している。

馬（２００５）は，１９９９年中国都市家計調査（以

下では，CHIP１９９９と呼ぶ）の個票データを用い

て分析した結果をGustafsson and Li（２０００）と

比較し，９０年代前期に比べ，９０年代後期の場合，

男女間賃金格差が大きくなり，教育水準，産業，

企業所有形態，職業の分布における男女の差異，

および年齢，就業形態による男女の差別的取り

扱いがその賃金格差の拡大に影響を与え，とく

に教育水準や経験年齢などの人的資本の影響が

大きいことを示している。

張（２００４）は，１９８９年，９１年，９３年，９７年の

中国栄養健康調査の個票データを用い，８９年か

ら９７年にかけて男女間賃金格差は拡大し，非国

有企業労働者，ブルーカラー労働者，高齢労働

者ほど，賃金格差の拡大は顕著であることを指

摘している。

Liu, Meng and Zhang（２０００）は，上海市と山

東省済南市の個票データを用い，企業所有制形

態によって男女間賃金格差は異なり，その格差

は国有企業，集団企業，民営企業の順に小さく

なり，また，各所有制企業においても，男女間

賃金格差に与える影響は属性格差が非属性格差

より大きいことを明らかにしている。

王（２００５；２００６），李・馬（２００６），馬（２００７b）

は，性別職業分離の問題に着目し，職業分布の

男女差異と，同一部門内における男女の差別的

取り扱いの両方が男女間賃金格差に影響を与え

るものの，後者の影響のほうが大きいことを示

している。

ところが，これらの先行研究には以下のよう

な限界があると考えられる。（１）Gustafsson

and Li（２０００），馬（２００５）は１９８８年，９５年，９９

年における男女間賃金格差に関する要因分解を

行ったが，２つの研究で用いた分析方法が同じ

ではないため，９５年と９９年の２時点の変化に関

する厳密な比較ができない（注６）。（２）Kidd and

Meng（２００１）以外の研究では，賃金決定制度

に注目していないため，賃金決定制度が男女間

賃金格差に与える影響は数量的に明確ではない。

（３）Kidd and Meng（２００１）は，分析対象を経

済改革初期（１９８１～８７年）の国有企業に限定し

たため，市場経済期における男女間賃金格差の

変化およびその規定要因が明確になっていない。

（４）Koener and Bassett（１９７８；１９８２），Wu（１９８６）

は，各賃金分位点において，教育水準，経験年

数などの人的資本における男女の差異が異なる

ため，賃金分位点ごとに男女間賃金格差の状況

が異なることを指摘している。しかし，中国の

賃金関数の推定では，平均値を用いたOLS推定

がほとんどで，各賃金分位点における男女間賃

金格差の状況が明らかになっていない。

以上のような問題点を克服するため，本稿の

実証分析は，先行研究に比べて以下のような４

つの特徴を持つ。（１）本稿では，市場化改革が

促進された１９９５～２００２年時期に着目し，２時点

におけるそれぞれの男女間賃金格差を明らかに

する上で，２時点間の賃金格差の変化およびそ

の決定要因を解明する。（２）JMPモデル（注７）を

用いて人的資本と賃金決定制度の両方の影響を

明らかにする。（３）大規模な中国都市家計調査

の個票データを用いることによって，中国都市

部全体の男女間賃金格差に関する分析ができる。

（４）分位点回帰分析（Quantile regression analy-

sis）モデル（以下では，「QR」と呼ぶ）（注８）を用

いて賃金分位点ごとの男女間賃金格差の差異を

考察することができる。以下では，個票データ
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からみた男女間賃金格差の状況を考察した上で，

実証分析を行う。

Ⅱ 個票データから観察された

男女間賃金格差の状況

１．個票データについて

本稿では，中国社会科学院・経済研究所が実

施した１９９５年，２００２年中国都市家計調査（以下

では，CHIP１９９５，CHIP２００２と呼ぶ）の個票デー

タを用いる。２つの調査は，中国国家統計局の

都市社会経済調査総隊が実施した都市家計調査

の標本から無作為抽出し，１９９５年に１１省・直轄

市における６９３１世帯２万１６９４人の個人に対する

家計調査，および２００２年に１２省・直轄市におけ

る６８３５世帯２万６３２人の個人に対する家計調査

である。CHIP１９９５とCHIP２００２によって，労働

者個人の豊富な情報（例えば，時間当たり賃金率，

学歴，職業，就業形態など）の利用が可能である。

以下では，本稿の標本選定，変数設定について

説明する。

まず，サンプルの選定について，サンプルを

２０～６０歳の雇用就業者に限定し，経営者，自営

業主を除き，欠損値を除外する。計量分析で利

用した標本数については，１９９５年の場合，男女

計は１万２６１人，うち男性は５４５６人，女性は４８０５

人であり，２００２年の場合，男女計は５９３０人，う

ち男性は３３７０人，女性は２５６０人である。

次に，賃金関数の変数設定について説明する

（表１を参照）。賃金関数の被説明変数は男女の

時間当たり賃金率の自然対数である。時間当た

り賃金率は，CHIP１９９５，CHIP２００２の質問項目

に基づいて年間賃金所得を年間労働時間で割っ

たものである。賃金の構成は，基本給，手当，

賞与であり，移転所得，金融資産，現物所得は

含まれていない。説明変数については，年齢，

学歴，職業，産業を人的資本の代理指標として

設定した。学歴は，大卒，短大卒，専門学校卒，

高校卒，中卒，小学卒以下の６種類のダミー変

数を設定した。職業は，管理職，現場生産職，

技術職，事務職，その他の職業の５種類のダミ

ー変数を設定した。産業については，農・林・

漁業，製造業，鉱業，建設業，運輸・情報通信

業，卸業・小売業・飲食業，不動産業，衛生・

体育・社会福祉業，教育・芸術・テレビ放送業，

科学・技術サービス業，金融・保険業，公務，

その他の１３種類のダミー変数を設定した。また，

政治身分としての党員ダミー（注９），漢民族ダミ

ー（注１０），既婚ダミー，就業形態ダミー（終身雇

用，長期雇用，短期雇用，その他の雇用形態），部

門所有制形態ダミー（国有部門，民営部門，外資

部門，その他の部門所有制形態），地域ダミーを

説明変数として設定した。

２．記述統計にみる男女間賃金格差とその変化

（１）各要因別の構成比および２時点の変化

表２では，２時点における男女間賃金格差と

各要因の構成比をまとめている。男女間賃金格

差の状況について，時間あたり賃金率の男女差

を男女間賃金格差とすれば，１９９５年の場合，賃

金率は男性が２．９７６０元，女性が２．５２８３元，男女

差異が０．４４７７元であり，２００２年の場合，男性が

５．７８１６元，女性が４．９５９０元，男女差異が０．８２２６

元である。２００２年の賃金率の男女差は１９９５年の

その差異より０．３７４９元拡大した。また，賃金率

の自然対数の男女差を男女間賃金格差とする場

合，その差異は１９９５年の０．１７９１（０．４４７７の自然

対数）から２００２年の０．１９１５（０．８２２６の自然対数）

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
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変数名 設定方法

被説明変数
時間当たり賃金率 年間賃金を年間労働時間で割ったもの

説明変数
年齢 年齢に関する質問項目に基づく

学歴ダミー
大卒

短大卒
専門学校卒

高校卒
中卒

小学卒以下

大卒＝１，その他＝０
短大卒＝１，その他＝０
専門学校卒＝１，その他＝０
高校卒＝１，その他＝０
中卒＝１，その他＝０
小学以下卒＝１，その他＝０

職業ダミー
管理職
技術職

現場生産職
事務職

その他の職業

管理職＝１，それ以外＝０
専門技術職，技術水準が４級～６級である生産技術職＝１，それ以外＝０
技術水準が３級以下である現場生産職＝１，それ以外＝０
事務職＝１，それ以外＝０
上記職業以外の職業＝１，それ以外＝０

産業ダミー
農・林・漁業

製造業
鉱業

建設業
運輸・情報通信業

卸業・小売業・飲食業
不動産業

衛生・体育・社会福祉業
教育・芸術・テレビ放送業

科学・技術サービス業
金融・保険業

公務
その他

農・林・漁業＝１，それ以外＝０
製造業＝１，それ以外＝０
鉱業＝１，それ以外＝０
建設業＝１，それ以外＝０
運輸・情報通信業＝１，それ以外＝０
卸業・小売業・飲食業＝１，それ以外＝０
不動産業＝１，それ以外＝０
衛生・体育・社会福祉業＝１，それ以外＝０
教育・芸術・テレビ放送業＝１，それ以外＝０
科学・技術サービス業＝１，それ以外＝０
金融・保険業＝１，それ以外＝０
公務＝１，それ以外＝０
上記産業以外の産業＝１，それ以外＝０

政治身分ダミー 党員＝１，非党員＝０

漢民族ダミー 漢民族＝１，非漢民族＝０

既婚ダミー 既婚＝１，その他＝０

雇用形態ダミー
終身雇用
長期雇用
短期雇用

その他の就業形態

固定工＝１，それ以外＝０
長期雇用＝１，それ以外＝０
短期雇用＝１，それ以外＝０
上記以外の雇用＝１，それ以外＝０

部門所有制形態
国有部門
外資部門
民営部門

その他の所有制形態

国有部門＝１，それ以外＝０
外資部門＝１，それ以外＝０
民営部門＝１，それ以外＝０
上記以外の所有制形態＝１，それ以外＝０

地域ダミー 各省・市別の地域ダミー

（出所） 筆者作成。

表１ 変数設定の一覧表

8



に０．０１２４大きくなった。１９９５年から２００２年にか

けて男女間賃金格差が拡大したことが明らかに

なっている。

調査対象の年齢構成をみると，２時点とも，

女性は１６～４５歳の年齢層の占める割合が男性よ

りも高い。一方，４５歳以上の年齢層の占める割

合は女性が男性よりも低い。中高齢層において，

女性の雇用就業率が男性より低いことがみて取

れる。このクロス集計結果については，国有企

業の雇用調整に伴って多くの中高齢の従業員が

リストラされ，その中では女性が男性より多か

ったこと［Appleton・Knight・宋・夏２００４；Knight

・李２００４；馬２００８a］，および国有企業におい

て女性の定年年齢が男性よりも低いことが理由

１９９５年 ２００２年 ２時点の格差

男性 女性 男女格差D９５ 男性 女性 男女格差D０２ D０２－D９５

時間当たり賃金率（元／時間） ２．９７６０ ２．５２８３ ０．４４７７ ５．７８１６ ４．９５９０ ０．８２２６ ０．３７４９

年齢構成比（％）
２０～２９歳
３０～３９歳
４０～４９歳
５０～５９歳

０．１７
０．３１
０．３５
０．１８

０．２０
０．３７
０．３７
０．０６

－０．０３
－０．０６
－０．０２
０．１２

０．１２
０．２７
０．３９
０．２２

０．１６
０．３５
０．４２
０．０７

－０．０４
－０．０８
－０．０３
０．１５

－０．０１
－０．０２
－０．０１
０．０３

学歴の構成比（％）
大卒
短大卒
専門学校卒
高校卒
中卒
小学卒以下

０．１０
０．１９
０．１６
０．２３
０．２８
０．０４

０．０５
０．１３
０．１８
０．２７
０．３２
０．０６

０．０５
０．０６
－０．０２
－０．０４
－０．０４
－０．０２

０．０７
０．１８
０．１１
０．３０
０．３０
０．０３

０．０４
０．１８
０．１４
０．３６
０．２５
０．０３

０．０３
０．００
－０．０３
－０．０６
０．０５
０．００

－０．０２
－０．０６
－０．０１
－０．０２
０．０９
０．０２

党員
漢民族
既婚

０．３５
０．９６
０．８８

０．１６
０．９６
０．８９

０．１９
０．００
－０．０１

０．２８
０．９７
０．８８

０．１７
０．９６
０．８６

０．１１
０．０１
０．０２

－０．０８
０．０１
０．０３

職業の構成比（％）
管理職
技術職
現場生産職
事務職
その他

０．１７
０．２２
０．３８
０．２０
０．０３

０．０６
０．２４
０．４０
０．２３
０．０６

０．１１
－０．０２
－０．０２
－０．０３
－０．０３

０．１１
０．１７
０．４７
０．１４
０．１１

０．０３
０．１７
０．３４
０．２０
０．２６

０．０８
０．００
０．１３
－０．０６
－０．１５

－０．０３
０．０２
０．１５
－０．０３
－０．１２

就業形態の構成比（％）
終身雇用
長期雇用
短期雇用
雇用契約なし＋その他

０．８０
０．１７
０．０２
０．００

０．７５
０．２１
０．０３
０．０１

０．０５
－０．０４
－０．０１
－０．０１

０．４５
０．３２
０．１３
０．１１

０．３５
０．３２
０．１８
０．１５

０．１０
０．００
－０．０５
－０．０４

０．０５
０．０４
－０．０４
－０．０３

所有制形態の構成比（％）
国有部門
外資部門
民営部門
その他の所有制形態

０．８７
０．００
０．０１
０．１１

０．７８
０．００
０．０１
０．２０

０．０９
０．００
０．００
－０．０９

０．７０
０．０４
０．２４
０．０２

０．６６
０．０４
０．２５
０．０６

０．０４
０．００
－０．０１
－０．０４

－０．０５
０．００
－０．０１
０．０５

サンプル（人） ５，４５６ ４，８０５ ３，３７０ ２，５６０

（出所） CHIP１９９５とCHIP２００２９より筆者計算。
（注） 男女格差＝男性の値－女性の値。２時点格差＝２００２年男女格差－１９９５年男女格差。

表２ 調査対象の属性別などにみる構成比

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
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としてあげられる。

学歴の分布については，２時点とも男性の高

学歴の割合は女性の高学歴の割合より多いが，

１９９５年から２００２年にかけて学歴分布の男女間の

差異は小さくなった。

職業構成については，２時点とも男性全体の

中の管理職の割合は女性全体の中の管理職の割

合より８～１１パーセント多い。また，１９９５年に

比べ，２００２年は，管理職の割合の男女差が小さ

くなった一方，現場生産職，事務職の割合の男

女差が大きくなった。

就業形態については，２時点とも終身雇用の

割合は男性が女性より５～１０パーセント多い。

また，１９９５年に比べ，２００２年は，終身雇用の割

合の男女差が大きくなった。

部門所有制形態については，２時点とも国有

部門に勤めている男性の割合は国有部門に勤め

ている女性より４～９パーセント多い。また，

１９９５年に比べ，２００２年は，国有部門に就業して

いる割合の男女差は小さくなった。

他の要因の分布については，２時点とも党員

の割合は，男性が女性より１１パーセント～１９パ

ーセント多く，１９９５年に比べ，２００２年の場合，

党員分布の男女間の差異は小さくなった。一方，

既婚，漢民族の分布はほぼ変化しなかった。

（２）２時点における各要因別・男女間賃金格

差の状況

２時点における各要因別の男女間賃金格差の

状況については，以下のことが観察された。年

齢階層別の状況については，図１によれば，

１９９５年の場合，年齢の上昇とともに男女間賃金

格差が大きくなる一方，２００２年の場合，男女間

賃金格差は，中年層（３０～４９歳）のほうが他の

年齢階層（２０～２９歳，５０歳以上）より大きかっ

た。特に２時点を比べると，４０～４９歳の年齢層

の場合，男女間賃金格差の拡大が一番顕著であ

る。

図２は，学歴別の男女間賃金格差の状況を示

している。２時点とも，男女間賃金格差は，高

学歴者（大卒）のほうが低学歴者（中卒，小学

図１ 年齢階層別の男女間賃金格差の状況
（単位）元／時間

（出所）表２と同じ。
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卒以下）より小さい。また，高学歴と低学歴間

の男女間賃金格差の差異は，２００２年が１９９５年に

比べて大きくなった。

部門所有制別の男女間賃金格差の状況につい

ては，図３をみると，２時点とも，国有部門，

外資部門においても，女性の賃金が男性より低

い。また，国有部門と民営部門において，男女

間賃金格差の差異は２００２年が１９９５年より大きく

なった。

以上から，年齢，学歴，職業ごとによって男

図２ 学歴別の男女間賃金格差の状況
（単位）元／時間

（出所）表２と同じ。

図３ 部門の所有形態別の男女間賃金格差の状況
（単位）元／時間

（出所）表２と同じ。
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女間賃金格差の状況が異なることが示される。

しかし，具体的に各要因がどの程度男女間賃金

格差に影響を与えるかは，必ずしも明確ではな

い。以下では，計量分析を通じて男女間賃金格

差の決定要因を解明する。

Ⅲ 計量分析の枠組み

本節では，計量分析の方法について説明する。

分析の手順としては，まず，OLSによる賃金関

数を推定する（注１１）。次に，賃金関数の結果を利

用し，OaxacaモデルとJMPモデルを用いて男

女間賃金格差に関する要因分解を行う。最後に

分位点回帰分析の賃金関数を推定する。各モデ

ルを定式化すると，本稿の推定式は以下の通り

である。

まず，賃金関数のOLS推定式は（１）式で示す。

LnWm＝�mXm＋um
LnWf＝�f Xf＋uf （１）

X：経験年数，経験年数二乗，教育年数，党

員ダミー，漢民族ダミー，既婚ダミー，職

業ダミー，就業形態ダミー，部門所有制形

態ダミー，産業ダミー，地域ダミー

（１）式において，添字m， fは男性と女性をそ

れぞれ示す。LnWは賃金率自然対数，Xは賃金

に影響を与える各要因，uは平均０，分散�と
なる誤差項をそれぞれ示す。

次に，男女間賃金格差の要因分解式を（２）式，

（３）式，（４）式で示している。Oaxaca（１９７３）に

従い，（１）式から（２）式を導出することができる。

LnW m－LnW f＝X m�m－X f�f （２）

（２）式において，添字m， fは男性と女性をそ

れぞれ示す。LnW m，LnW fは男性と女性の賃

金率平均値の自然対数，X m，X fは男性と女性

の各要因の平均値，�m，�fは（１）式で求められ
る男性と女性の賃金関数の推定値をそれぞれ示

す。

そして，（２）式で示される男女間賃金格差が，

各要因の量の男女差異に基づく格差（（X m－

X f）�mまたは（X m－X f）�f，以下で「属性格差」
と呼ぶ），および各要因に対する評価の男女差

異に基づく格差（（X f（�m－�f），またはX m（�m
－�f），以下では「非属性格差」と呼ぶ）の２種
に分けられる。そうすると，（２）式を変換して（３）

式を導出することができる。

LnW m－LnW f＝（X m－X f）�m＋X f（�m－�f）
属性格差 非属性格差

または，

LnW m－LnW f＝（X m－X f）�f＋X m（�m－�f）
属性格差 非属性格差

（３）

（３）式に対して，Cotton（１９８８），Neumark（１９８８），

Oaxaca and Ransom（１９９４）は，男性基準（�m）
と女性基準（�f）を別々に用いることによって，
異なる分解結果が得られる問題が存在しており，

そのために，非差別の推定値��（no−discrimina-
tion wage structure）（注１２）の利用が必要であること

を指摘している。Cotton（１９８８），Neumark（１９８８），

Oaxaca and Ransom（１９９４）が用いた��を（３）式
に代入すると，（３）式が（４）式のように一本化さ

れる。以下では，（３）式，（４）式を用いた分析を

ぞれぞれ「分解１」，「分解２」と呼ぶ。

LnW m－LnW f＝（X m－X f）��
属性格差

＋X m（�m－�f）＋X f（��－�f）（４）
非属性格差

さらに，２時点における男女間賃金格差の変

化の決定要因に関する計量分析では，JMPモデ
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ルを用いる。これらの推定式を（５）式から（１０）

式までで示している［Juhn, Murphy and Pierce

１９９１］。以下では，JMPモデルの導出について

説明する。

男性の推定値�mを用いて誤差項を定義して
書き換えると，（１）式を（５）式に変換することが

できる。

vm＝LnWm－�mXm＝um
vf＝LnWf－�mXf
＝�f Xf＋uf－�mXf
＝（�f－�m）Xf＋uf （５）

平均賃金の自然対数の男女差をDとすると，

男女間賃金格差は以下のように分解できる。

D＝LnW m－LnW f

＝（X m－X f）�m＋X f（�m－�f）
＝�X�m－vf （６）

（６）式において，�X＝X m－X fである。２時

点における男女間賃金格差を比較すると，基準

時を０，比較時を１とすると，２時点間の男女

間賃金格差の差異は（７）式のように定式化でき

る。

D1－D0＝（�X 1－�X 0）�m1
＋�X 0（�m1－�m0）－（vf 1－vf 0） （７）

（１）式は，誤差項uの標準偏差�を用いて次の
ような分解ができる。

LnWm＝�mXm＋�m�m
LnWf＝�mXf＋�m�f （８）

ここで，�m＝um�m，�f＝（�f－�m）Xf＋uf�m である。�m，�fは平均０，分散１を持つ正規化された男
性と女性の誤差項である。男女の賃金関数の誤

差項um，ufを（８）式のように�mを用いて標準化
することの目的は，統計的に観察できない女性

の地位における２時点の変化を捉えるためであ

る。つまり，２時点で分布が一定な男性の誤差

項分布（標準化正規分布）の上で，観察されな

い女性の地位の変化を考察するために，（８）式

のような標準化を行っている。（８）式を使って

（６）式に書き換えると，（９）式になっている。

D＝LnW m－LnW f

＝�m（X m－X f）＋�m（�m－�f）
＝�m�X＋�m�� （９）

ここで��＝�m－�fである。（９）式を用いて，２
時点間の男女間賃金格差の変化が（１０）式のよう

に分解できる。（１０）式はJMPモデルの推定式で

ある。

D1－D0＝�m1（�X 1－�X 0）

A 観察された人的資本

＋（�m1－�m0）�X 1

B 観察された価格効果

＋（��1－��0）�m1
C ギャップ効果

＋��0（�m1－�m0）
D 観察できないない価格効果

（１０）

（１０）式の各記号について説明する。左辺につ

いて，添字１，０は２時点をそれぞれ示す。

D1，D0は１時点，０時点における賃金率の自

然対数の男女差異（LnW m－LnW f）である。

D1－D0は２時点における男女間賃金格差の平

均値の変化を示す。（１０）式の右辺については，

�Xは人的資本の各要因平均値の男女差異，�m
は男性賃金関数の推定値，��は賃金残差の男
女差異（��＝�m－�f），�mは男性の賃金残差の
標準偏差をそれぞれ示す。そして，以下の実証

分析では，経験年数，学歴，職業，産業を人的

資本の代理指標とする。経験年数と教育年数の

みを用いた推定は「基本モデル」と呼び，基本

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
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モデルの説明変数に職業，産業を加える推定は

「拡張モデル」と呼ぶ。

（１０）式右辺の現実的意味については，Aは観

察された人的資本の量の効果（the human capital

effect）を示す。これは男女間の教育水準，経

験年数の違いによって２時点における男女間の

賃金格差が生じる効果である。Bは観察された

価格効果（the observed price effect）であり，こ

れは時代とともに同じ要因に対する評価の変化

を示す。例えば，時代とともに教育水準に対す

る評価が高くなれば，教育年数が同じでも，２

時点において，教育水準による賃金の上昇の幅

が異なる。そのため，賃金格差が生じると考え

られる。Cは男女間の観察できない人的資本の

効果（unobserved productivity−related characteris-

tics），すなわちギャップ効果（the gap effect）で

ある。また，労働供給側においては，Cは観察

できない男女間の労働の質の相違の効果であり，

一方，労働需要側においては，Cは男女の差別

的取り扱いを示す。したがって，Cには観察で

きない労働の質と男女の差別的取り扱いの２つ

の意味が含まれる。Dは男女間の観察できない

価格効果（the unobserved price effect）である。

ここで，CとDの両方が持つ具体的な意味に

ついて説明する。経済のグローバル化や新技術

の開発により，現在までの説明変数では把握で

きないスキル（例えば，問題解決能力，創造力，

コミュニケーション能力）が労働市場で以前に

も増して評価されるようになった場合，（１０）式

のAとBでは統計的に処理できない。そこで，

これらの要因が男女賃金の差異の変化に与える

影響が，CとDによって推定される。

また，JMPモデルにおいて，AとCの合計値

は人的資本の総合効果を示し，BとDの合計値

は賃金決定制度の総合効果を示す。

最後に，分位点回帰分析法を用いた賃金関数

の推定式は（１１）式の通りである。

LnW�＝��＋��Z�i＋u�
Q�（LnW�Z）＝LnW�＝��Z� （１１）

（１１）式において，Z�は第�賃金分位点における
男女の賃金に影響を与える各要因，Q�（InW�Zi）
は，第�賃金分位点におけるZという条件つき

の賃金関数，��は第�賃金分位点の各要因の推
定値をそれぞれ示す。

Ⅳ 男女間賃金格差および

その変化の要因分析

１．２時点における男女別の賃金関数の推定

結果（表３，表４）

２時点における男女別の賃金関数の推定結果

を表３，表４で示す。分析により，以下のこと

が示される。

（１）人的資本の影響について，２時点とも，

男女ともに経験年数の上昇とともに賃金が上昇

する。ただし，一定の経験年数を超えると，経

験年数の上昇とともに賃金が低下する。２時点

とも，男女ともに，教育水準が高いほど賃金が

上昇する。これらの推定結果は人的資本理論に

整合的である。

（２）政治身分の影響について，２時点とも，

男女とも，非党員に比べ，党員の場合，賃金は

４～９パーセント高くなる。また，党員身分が

賃金に与える影響は，２００２年は，１９９５年に比べ

て小さい。市場化の改革に伴って政治身分が男

女の賃金に与える影響は小さくなることが示さ

れる。

（３）婚姻状況の影響について，２時点とも，
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男性の場合，賃金は既婚者のほうが未婚者より

１１～１６パーセントが高くなる。一方，女性にお

いて，１９９５年の場合，既婚女性の賃金が未婚者

より５パーセント高くなるが，２００２年の場合，

既婚ダミーが女性賃金に有意な影響を与えてい

ない。これらの分析結果により，近年になるほ

ど，男性のみに結婚賃金プレミアム（marriage

pay premium）（注１３）が存在することが示される。

男性の結婚賃金プレミアムの理由については，

以下のことが考えられる。まず，男性の場合，

人的資本が高く，賃金が高くなるほど，結婚の

確率が高くなる。次に，結婚が男性の家庭責任

を高め，未婚者より，既婚男性の勤労意欲が高

くなるため，賃金が上昇すると考えられる［Neu-

男性 女性 全体（男女計）

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値

経験年数
経験年数二乗

０．０３＊＊＊

－２．２３－E４＊＊＊

６．７０
－２．９５

０．０５＊＊＊

－８．４４－E４＊＊＊

１０．６４
－８．０７

０．０３＊＊＊

－３．６０－E４＊＊＊

１１．０５
－６．１５

学歴（高校卒）
大卒
短大卒
専門学校卒
中卒
小学卒以下

０．１７＊＊＊

０．０５＊＊＊

－０．０７＊＊＊

－０．１４＊＊＊

－０．３１＊＊＊

６．７９
２．５６
－３．２０
－６．１０
－７．３３

０．１６＊＊＊

０．０７＊＊＊

－０．１６＊＊＊

－０．２２＊＊＊

－０．３４＊＊＊

４．６５
３．０９
－６．８０
－８．４１
－７．７７

０．１６＊＊＊

０．０６＊＊＊

－０．１１＊＊＊

－０．１８＊＊＊

－０．３５＊＊＊

８．１８
３．７９
－６．８８
－１０．５０
－１１．５０

党員
漢民族
既婚

０．０５＊＊＊

０．０７＊

０．１６＊＊＊

３．０８
１．９４
４．３７

０．０９＊＊＊

０．１１＊＊＊

０．０５＊＊＊

４．４７
２．８７
１．４９

０．０８＊＊＊

０．０９＊＊＊

０．１０＊＊＊

６．１２
３．２５
４．０６

職業（生産職）
管理職
技術職
事務職
その他の職業

０．０６＊＊

０．０６＊＊＊

－０．０１
－０．０４

２．２５
２．８３
－０．６１
－０．８８

０．１５＊＊＊

０．１６＊＊＊

０．０７＊＊＊

０．０５

４．０５
６．４９
３．０６
１．３６

０．０９＊＊＊

０．１１＊＊＊

０．０２
－０．０１

４．７０
６．４３
１．２６
－０．２８

就業形態（終身雇用）
長期雇用
短期雇用
その他の就業形態

－０．０１
－０．１５＊

－０．１３

－０．６６
－１．６５
－０．８６

－０．０５＊＊

－０．２５＊＊＊

－０．２１＊

－２．１５
－４．５２
－１．８０

－０．０４＊＊

－０．２５＊＊＊

－０．２２＊＊

－２．２５
－５．１９
－２．２５

部門所有制形態（国有部門）
外資部門
民営部門
その他の所有制形態

－０．２０
０．１８＊＊

－０．２２＊＊＊

－０．４６
２．０１
－８．５１

０．０９
０．２６＊＊＊

－０．２２＊＊＊

０．４３
３．３９
－９．３９

０．０４
０．２３＊＊＊

－０．２４＊＊

０．１７
３．９２

－１３．８２

産業
地域

あり
あり

あり
あり

あり
あり

定数項 ０．４０＊＊＊ ５．０８ ０．１２ １．２１ ０．３３＊＊＊ ５．２３

標本数
F値
F検定
自由度調整済み決定係数

５，４５６
５２．５８
０．００
０．３０

４，８０５
５３．９９
０．００
０．３３

１０，２６１
１０５．０６
０．００
０．３２

（出所） CHIP１９９５より筆者計算。
（注） （１）＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ有意水準１０％，５％，１％を示す。

（２）学歴，職業，就業形態，部門所有形態のレファレンスはそれぞれ高校卒ダミー，生産職ダミー，正規
雇用ダミー，国有部門ダミーである。

表３ 賃金関数の推定結果（１９９５年）

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
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mark２００４］。

（４）職業の影響について，２時点とも，男女

ともに現場生産職に比べ，管理職，技術職の賃

金は，それぞれ６～２２パーセント，６～１６パー

セント高くなる。つまり，高技能職業の賃金は

低技能職業より高い。また，こうした高技能職

業による賃金上昇の効果は，女性が男性より顕

著である。

（５）就業形態の影響について，２時点とも，

男女ともに，終身雇用者に比べ，短期雇用者の

場合，賃金が１５～２５パーセント低くなる。他の

人的資本などの要因が一定でも，就業形態ごと

に賃金格差が存在し，就業形態ごとに労働市場

が分断化されることが示される［馬２００８b，c］。

男性 女性 全体（男女計）

推定係数 t値 推定係数 t値 推定係数 t値

経験年数
経験年数二乗

０．０２＊＊＊

－２．５６－E４＊＊＊

３．５６
－２．３９

０．０１＊＊

－９．２０－E５
２．３０
－０．６４

０．０２＊＊＊

－１．３６－E４＊

３．９６
－１．６５

学歴（高校卒）
大卒
短大卒
専門学校卒
中卒
小学卒以下

０．３７＊＊＊

０．１５＊＊＊

－２．５１－E３
－０．１３＊＊＊

－０．３４＊＊＊

７．３６
４．０７
－０．０７
－３．５１
－５．０９

０．２５＊＊＊

０．１２＊＊＊

－０．０９＊＊＊

－０．２８＊＊＊

－０．５２＊＊＊

３．８１
２．７３
－２．３３
－６．２５
－５．５４

０．３３＊＊＊

０．１４＊＊＊

－０．０４＊

－０．２０＊＊＊

－０．４４＊＊＊

８．４５
４．９１
－１．６７
－６．８９
－７．９４

党員
漢民族
既婚

０．０４＊

－０．０２
０．１１＊＊

１．７５
－０．４３
２．４８

０．０６＊＊

－０．０５
０．０５

２．００
－０．７８
１．１６

０．０６＊＊＊

－０．０４
０．０７＊＊

３．０４
－１．０８
２．２７

職業（生産職）
管理職
技術職
事務職
その他の職業

０．１０＊＊＊

０．１１＊＊＊

０．０１
－０．２１＊＊＊

２．６１
３．６１
０．２８
－４．９３

０．２２＊＊＊

０．１２＊＊＊

０．１０＊＊

－０．１５＊＊＊

３．０９
２．９１
２．５２
－３．７４

０．１３＊＊＊

０．１０＊＊＊

０．０２
－０．２２＊＊＊

３．９０
４．０２
０．９７
－７．７６

就業形態（終身雇用）
長期雇用
短期雇用
その他の就業形態

３．９７－E３
－０．１６＊＊＊

－０．２２＊＊＊

０．１８
－４．４０
－５．５７

－１．２７－E３
－０．１６＊＊＊

－０．３０＊＊＊

－０．０５
－４．０５
－６．９７

－２．５６－E３
－０．１６＊＊＊

－０．２７＊＊

－０．１５
－６．４２
－９．１８

部門所有制形態（国有部門）
外資部門
民営部門
その他の所有制形態

０．２４＊＊＊

－０．０７＊＊

０．０９

４．４７
－２．４８
－１．３３

０．２４＊＊＊

－０．０１
－０．０８

３．１３
－０．１９
－１．１５

０．２４＊＊＊

－０．０３
－０．０９＊

５．５７
－１．２９
－１．７６

産業
地域

あり
あり

あり
あり

あり
あり

定数項 １．７３＊＊＊ １８．３７ １．６５＊＊＊ １１．６６ １．７９＊＊＊ ２３．７２

標本数
F値
F検定
自由度調整済み決定係数

３，３７０
３７．１４
０．００
０．３２

２，５６０
３４．４７
０．００
０．３３

５，９３０
６９．５８
０．００
０．３２

（出所） CHIP２００２より筆者計算。
（注） （１）＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ有意水準１０％，５％，１％を示す。

（２）学歴，職業，就業形態，部門所有形態のレファレンスはそれぞれ高校卒ダミー，生産職ダミー，正規
雇用ダミー，国有部門ダミーである。

表４ 賃金関数の推定結果（２００２年）
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（６）部門所有制形態の影響について，１９９５年

の場合，男女ともに，賃金は民営企業のほうが

国有企業より１８～２６パーセント高くなった。一

方，外資企業と国有企業間の有意な賃金格差が

みられない。しかし，２００２年の場合，男女とも

に，賃金は外資企業のほうが国有企業より２４パ

ーセント高くなり，とくに，男性の場合，民営

企業の賃金は国有企業より７パーセント低くな

ったが，女性の場合，民営企業と国有企業間の

有意な賃金格差はみられなかった。部門所有制

形態が男女の賃金に与える影響は，時期ごとに

よって異なることが示される。

２．Oaxaca要因分解の結果（表５）

表５は，（３）式，（４）式を基に推計された要因

分解の結果を表している。分解１と分解２によ

る推定結果の方向はほぼ同様であるが，非属性

格差の推定値は，分解２のほうが分解１より若

干大きい。以下では，主に分解２の結果につい

て説明する。

まず，属性格差と非属性格差の推定値をみる。

非属性格差は，１９９５年の４５．２パーセントから

２００２年の５１．０パーセントに大きくなった。これ

らの分析結果により，男女の差別的取り扱いに

基づく格差が男女間賃金格差に与える影響は，

各要因の量の差異に基づく格差より大きくなり，

市場化改革の進展とともに，男女の差別的取り

扱いに基づく格差が大きくなったことが示され

る。前述したように，市場化は男女間賃金格差

に与える影響に，男女の差別的取り扱いによる

負の効果と市場競争による正の効果を持つが，

今回の分析結果により，１９９５年から２００２年にか

けて市場化改革の影響において，負の効果が正

の効果より大きいことが示される。

次に，各要因の分解結果についてみる。（１）

非属性格差（男性の利得と女性の損失の合計値）

においては，１９９５年の場合，学歴（２５．２パーセ

ント），既婚（５５．６パーセント），就業形態（４．３

パーセント）の寄与度が大きい。２００２の場合，

学歴（４６．１パーセント），産業（２７．０パーセント），

既婚（２６．７パーセント），就業形態（５．８パーセン

ト）の寄与度が大きい。また，１９９５年に比べ，２００２

年の場合，男女間賃金格差に与える影響は，婚

姻状況が小さくなった一方，学歴，就業形態，

産業の影響はいずれも大きくなった。分析結果

により，性別ごとによって，学歴，婚姻状況，

雇用形態などの各要因に対する評価は，男性が

女性より高いことにより，男女間賃金格差が生

じることが示される。

（２）属性格差について，１９９５年の場合，学歴

（１４．３パーセント），部門所有制形態（１１．８パー

セント），経験年数（１１．７パーセント）の寄与度

が大きく，２００２年の場合，職業（２１．９パーセン

ト），経験年数（１４．７パーセント），就業形態（１０．９

パーセント）の寄与度が大きい。２時点とも，

学歴，経験年数が，男女間賃金格差に大きな影

響を与える一方，近年になるほど，職業分布の

男女差異の影響が大きくなり，性別職業分離の

問題が深刻化になったことがうかがえる［王

２００５；２００６；李・馬２００６；馬２００７b］。

以上の分析結果から，「経験年数，教育水準，

職業分布などの各要因の男女差異」，および「各

要因における男女の差別的取り扱い」の両方

が，２時点におけるそれぞれの男女間賃金格差

に影響を与えることが明らかになっている。し

かし，人的資本と賃金決定制度がどの程度２時

点における男女間賃金格差の変化に影響を与え

るかは，必ずしも明確ではない。この問題を解

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
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明するため，以下ではJMPモデルを用いた分析

結果について説明する。

３．JMP要因分解の結果（表６）

表６でJMPモデルを用いた要因分解の結果を

表している。表６で示されたように，２時点の

男女間賃金格差の変化を時間あたり賃金率自然

対数の男女格差の２時点の差（D02－D95）とす

ると，２時点間の男女間賃金格差の差異は

０．０１２４となっている。要因分解の分析結果によ

り，以下のことが示される。

（１）人的資本について，AとCの推定値を考

察する。基本モデルと拡張モデルにおいて，い

ずれもAの推定値は負の値になっている。学歴

や経験年数など観察できる人的資本における男

女差が縮小したことが，男女間賃金格差の縮小

（単位）％

１９９５年 実際値：０．１７９１

分解◯１ 分解◯２

属性格差 非属性格差 属性格差 男性の利得 女性の損失

合計 ５０．７ ４９．３ ５５．８ ２０．７ ２３．５

経験年数
学歴
党員
民族
婚姻状況
職業
就業形態
部門所有制形態
産業
地域
定数項

１４．０
１２．６
４．６
０．０
－１．０
４．９
２．２
１１．２
－０．３
２．５
０．０

－８９．４
２６．９
－３．４
－２４．４
５６．０
－２９．５
５．７
－２．１
－１２．５
－１８．８
１４０．８

１１．７
１４．３
７．５
０．０
－０．７
５．３
３．６
１１．８
－０．６
２．９
０．０

－２１．８
１２．３
－５．２
－９．６
２８．２
－１２．７
３．１
０．４
－３．６
－３．２
３２．７

－６５．３
１２．９
－１．０
－１４．９
２７．４
－１７．３
１．２
－３．１
－８．６
－１５．９
１０８．２

２００２年 実際値：０．１９１５

分解◯１ 分解◯２

属性格差 非属性格差 属性格差 男性の利得 女性の損失

合計 ４２．０ ５８．０ ４９．０ ２２．０ ２９．０

経験年数
学歴
党員
民族
婚姻状況
職業
就業形態
部門所有制形態
産業
地域
定数項

９．９
１．６
２．４
０．０
１．２
１９．９
９．４
２．０
－５．０
０．７
０．０

３．１
４４．８
－１．７
１３．２
２６．３
－２０．２
７．３
－８．１
２７．６
－７３．６
３９．３

１４．７
０．３
３．３
０．０
０．８
２１．１
１０．９
１．７
－５．８
２．０
０．０

－１．４
２１．６
－２．２
１０．２
１８．４
－１．３
４．６
－５．２
１３．４
－６．８
－２９．２

－０．４
２４．５
－０．４
３．０
８．３

－２０．１
１．２
－２．６
１３．６
－６６．６
６８．５

（出所）表２と同じ。
（注）（１）実際値＝男性賃金率の自然対数－女性賃金率の自然対数。

（２）実際値以外の数値は，各要因の寄与度（％）を示す。
（３）分解◯１は本稿の（３）式を利用する推定結果である。
（４）分解◯２は本稿の（４）式を利用する推定結果である。

表５ 男女間賃金格差に関する要因分解（寄与率）
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に貢献したことが示される。また，基本モデル

（０．０３８９）に比べ，拡張モデル（０．０１１１）によ

るAの絶対値は大きい。Cについて，基本モデ

ルと拡張モデルにおいても，それらの推定値は

いずれも正の値であり，観察できない人的資本

における男女差の拡大が，男女間賃金格差の拡

大に寄与したことがわかった。これらの分析結

果から，観察できない女性の地位の低下（例え

ば，教育訓練，昇進における男女差別的取り扱い）

により，男女間賃金格差が拡大したことが示さ

れる。

AとCの合計値は，人的資本の総合効果を示

す。これらの合計値は，基本モデルが０．００９２で

あるが，拡張モデルでは－０．００２４となっている。

これは，人的資本の指標として経験年数と学歴

に加えて職業と産業も加えた場合，男女の人的

資本の差がこの期間に縮小しており，それが男

女間賃金格差を縮小する効果をもたらしたこと

を意味している。１９９５年から２００２年の間に，学

歴間の男女格差が縮小しており，これは男女間

賃金格差の縮小をもたらしたが，他方で観察で

きない人的資本における差異の拡大，また経験

年数および職業分布における差の拡大が賃金格

差の拡大をもたらした。学歴差の縮小による格

差縮小の効果を他の側面における差異の拡大の

効果が「拡張モデル」の場合には若干上回って

いる。

（２）賃金決定制度の影響についてみる。Bと

Dの合計値は，いずれも正の値（基本モデルが

０．００３２，拡張モデルが０．０１４８）となっている。前

述したように，１９９５年から２００２年にかけて企業

所有制改革，国有企業の改革により，政府が労

働者の賃金決定に与える影響は小さくなり，企

業が賃金決定の自主権を持つことになった。本

回の分析結果により，このような賃金決定制度

の変化が，男女間賃金格差を拡大させたことが

示される。

（３）AとCの合計値（人的資本の効果）と，B

とDの合計値（賃金決定制度の効果）の絶対値を

比較する。基本モデルの場合，BとDの合計値

のほうがAとCの合計値より小さい。一方，職

業，産業を含む拡張モデルの場合，賃金決定制

分解結果１ D０２－D９５ 観察できる人的資本
A

観察できる価格効果
B

ギャップ
C

観察できない価格効果
D

基本モデル
経験年数
学歴

０．０１２４ －０．０３８９
０．０１８５
－０．０５７４

０．０１４５
－０．００８５
０．０２３０

０．０４８１ －０．０１１３

拡張モデル
経験年数
学歴
職業
産業

０．０１２４ －０．０１１１
０．０１６３
－０．０４４１
０．０２４３
－０．００７６

０．０２３８
－０．００９７
０．０１５１
０．０１１６
０．００６８

０．００８７ －０．００９１

分解結果２ D０２－D９５ 人的資本
A＋C

賃金決定制度
B＋D

基本モデル ０．０１２４ ０．００９２ ０．００３２

拡張モデル ０．０１２４ －０．００２４ ０．０１４８

（出所）表２と同じ。

表６ 男女間賃金格差の変化に関する要因分解

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
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度の効果の方が大きくなっている。これらの分

析結果により，人的資本および賃金決定制度の

両方が市場経済期における男女間賃金格差の変

化に影響を与えるが，賃金決定制度の影響は広

義の人的資本より大きいことが明らかになった。

このような分析結果は欧米の先行研究に一致し

ている（注１４）。

４．分位点回帰分析の結果（表７，図４）

分位点回帰分析法の賃金関数の推定結果を示

すと以下の通りである。各賃金分位点において，

男女間賃金格差が異なることがわかった。また，

各賃金分位点における２時点間の男女間賃金格

差の変化については，図１によれば，高賃金分

位点（第７十分位点～第９十分位点）に比べ，低

賃金分位点（第１十分位点～第２十分位点）にお

いて，その男女間賃金格差の変化は大きい。こ

１０th ２５th ５０th ７５th ９０th

D９５ ０．０８
（０．０２）＊＊＊

０．０６
（０．０１）＊＊＊

０．０６
（０．０１）＊＊＊

０．０６
（０．０１）＊＊＊

０．０８
（０．０２）＊＊＊

D０２ ０．１６
（０．０３）＊＊＊

０．１５
（０．０２）＊＊＊

０．１３
（０．０２）＊＊＊

０．１０
（０．０２）＊＊＊

０．０５
（０．０３）＊＊＊

D０２－D９５ ０．０８ ０．０９ ０．０７ ０．０４ －０．０２

（出所）表２と同じ。
（注）（１）＊＊＊はそれぞれ有意水準１％を示す。（ ）は不均一分散一致標準誤差である。

（２）表の数値は，quantile regressionによる男性ダミー推定値の差（D０２－D９５）である。
（３）経験年数，学歴，党員，既婚，漢民族，職業，就業形態，部門所有制，地域，産業をコントロール
した推定である。

表７ 男女間賃金格差に関する分位点回帰分析の結果

図４ 賃金分位点ごとに男女間賃金格差の状況

（出所） 筆者作成。
（注） 横軸の数値は各賃金分位点，縦軸の数値はquantile regressionによる男性ダミーの推定値

である。
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れらの分析結果により，市場化改革の進展に伴

って男女間賃金格差が拡大し，こうした賃金格

差の拡大は，低賃金所得層のほうが高賃金所得

層より大きいことが提示された。

む す び

本稿では，市場経済期の男女間賃金格差の変

化及びその規定要因に関する計量分析を行った。

分析から得られた結論は，以下のとおりである。

第１に，１９９５年から２００２年にかけて中国都市

部における男女間賃金格差が拡大した。

第２に，近年になるほど，男女の差別的取り

扱いに基づく格差が男女間賃金格差に与える影

響は，人的資本などの各要因の量に基づく格差

より大きくなった。

第３に，属性格差について，１９９５年の場合，

学歴，部門所有制形態，経験年数の寄与度が大

きく，２００２年の場合，職業，経験年数，就業形

態の寄与度が大きい。２時点とも，経験年数が

男女間賃金格差に大きな影響を与える。また，

近年になるほど，職業分布の男女差異が男女間

賃金格差に与える影響は大きくなる。

第４に，非属性格差について，２時点とも，

学歴，既婚，就業形態，産業における男女の差

別的取り扱いが男女間賃金格差に大きな影響を

与えている。１９９５年に比べ，２００２年の場合，既

婚の効果が小さくなった一方，学歴，就業形態，

産業の影響はいずれも大きくなった。

第５に，人的資本および賃金決定制度の両方

が，男女間賃金格差の変化に影響を与え，近年

になるほど，賃金決定制度の影響は人的資本要

因に比べて大きくなる。

第６に，市場経済期の男女間賃金格差の拡大

は，高賃金層に比べ，低賃金層のほうが大きい。

これらの分析結果によって，以下のような政

策に関連することが示唆される。

第１に，賃金決定制度の影響，すなわち企業

が賃金を自由に決定することが男女間賃金格差

に与える影響については，以下のような２種の

効果があると考えられる。つまり，前述した男

女の差別的取扱いによる賃金格差の拡大効果と，

競争的な市場経済による賃金格差の縮小効果の

両方である。拡大効果が縮小効果より大きい場

合，賃金決定の自主権の拡大とともに，賃金決

定制度の変化が男女間賃金格差の拡大に寄与す

る結果が現れたと考えられる。男女の差別的取

扱いの問題を防ぐような男女雇用均等法（注１５）な

どの労働政策を徹底的に実施することが重要だ

と考えられる。

第２に，分析から，学歴の男女間の差異がそ

れぞれの時点の男女間賃金格差に大きな影響を

与えることが明らかになった。男女間賃金格差

を縮小するために，教育水準の男女差異を縮小

させる政策が必要である。とくに男女平等の教

育機会の提供が重要な政策である。

第３に，近年になるほど，職業分布の男女差

異，および同一職業についても男女の賃金が異

なることが男女間賃金格差に与える影響は大き

くなった。性別職業分離（注１６）の問題が深刻化し

ていることが示された。男女間賃金格差を縮小

させるため，今後職業の人員配置，管理職昇進

などの人事管理制度における男女格差の問題を

重視すべきである。また，雇用均等法，同一労

働価値同一賃金原則（注１７）の徹底は必要である。

最後に，本稿では，男女間賃金格差に関する

実証分析を行ったが，賃金関数の推定には，ク

ロス・セクションデータを用いた分析であった。

中国の都市部における男女間賃金格差の変化およびその決定要因
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そのため，個体間の異質性の問題が残されてい

る。今後，この問題を解決するために，パネル

データを使用した分析が必要である。また，JMP

要因分解のモデルにおいては，２時点の労働需

給が同じであることが仮定されている。各時点

によって労働需給が異なる可能性が存在するた

め，労働需給要因を考慮したさらなる分析を今

後の課題としたい。

（注１） 賃金決定システムは，個人レベルの

賃金決定制度（企業の賃金決定制度）と，マク

ロレベルの賃金決定（最低賃金，同一労働同一

賃金原則，労働組合の団体交渉などによる賃金

決定）の２種に分けられるが，市場経済期にマ

クロレベルの賃金決定の変化に比べ，企業の賃

金決定制度の変化は大きかったと考えられる。

そのため，本稿では企業の賃金決定制度に着目

して議論する。

（注２） 人的資本に対する評価の指標のひと

つは，教育の内部収益率（internal rate of return to

education）である。教育の内部収益率とは，教

育の費用と便益の割引現在価値を一致させるよ

うな収益率である。実証分析では，賃金関数か

ら求められる教育年数の推定値を教育の内部収

益率とする分析手法がある。Gustafsson and Li

（２０００），馬（２００５；２００７a）は，中国都市部に

おいて，教育の内部収益率における男女の差異

が存在し，それが男女間賃金格差に影響を与え

ることを示している。

（注３） Oaxacaモデルについては，第Ⅱ節で

詳しく説明する。

（注４） JMPモデルは，Juhn, Murphy and

Pierce（１９９１）がはじめて用いたもので，人的資

本および人的資本以外の要因が男女間賃金格差

に与える影響を分析するための計量モデルであ

る。男女間賃金格差の２時点の変化に関する実

証研究では，このモデルがよく用いられている

［Blau and Kahn１９９６；１９９７；Kidd and Shannon

２００２］。なお，「JMP」という名称は３人の名前

の頭文字をとったものである。

（注５） Oaxaca and Ransomモデルについては，

第Ⅱ節の推定モデルで詳しく説明する。

（注６） 具体的にいえば，Gustafsson and Li

（２０００）では，OLSによる賃金関数を推計した

上でOaxaca（１９７３）モデルを用いて分析したが，

馬（２００５）は，ヘックマン二段階法［Heckman

１９７６］の賃金関数を推定した上で，Oaxaca and

Random（１９９４）モデルを用いて分析した。

（注７） Suen（１９９７）は，JMPモデルについ

て，ギャップ効果が計測できない評価から完全

に独立せず，所得が高いほど，厚い末端（thicker

tails）の現象が生じることを指摘している。また，

賃金の不平等度が大きければ，賃金分位点のラ

ンキングが大きくなり，そのため，推定結果に

バイアスが起こることを述べている。しかし，

欧米の先行研究では，JMPモデルが２時点にお

ける男女間の所得格差の変化に関する要因分解

の標準な手法としてよく用いられる。したがっ

て，本稿ではJMPモデルを用いる。

（注８） 分位点回帰分析モデル（QR）につい

ては，第Ⅱ節で詳しく説明する。このモデルの

計量的理論については，Koenker and Bassett

（１９７８；１９８２）を参照されたい。

（注９） 中国において 共産党員という政治

身分が職業キャリアに関連する。党員のネット

ワーク（party membership）によって昇進・昇

級・昇給が優遇されることによって，党員の賃

金が非党員に比べて高いと考えられる。

（注１０） 中国に５６民族があるが，総人口数の

９２パーセントが漢族である。政府によって少数

民族の優遇政策が実施されるが，民族の属性が

男性と女性の賃金に影響を与えると考えられる。

本稿では，民族の影響をコントロールするため，

漢民族ダミー（漢族＝１，その他の民族＝０）

を設定する。

（注１１） 賃金関数の推定方法について，OLS

推定にサンプル・セレクション・バイアスが生

じる可能性が存在する。このバイアスを修正す

るため，就業選択を含む二段階の推定は必要で

ある［Heckman１９７６］。ここでは，最初にCHIP
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１９９５のデータ用い，ヘックマン二段階の推定を

行ったが，逆	比の推定値は統計的に有意ではな
い結果が得た。また，馬（２００５）はCHIP１９９９を

用いてヘックマン二段階賃金関数の推定を行っ

た。分析結果により，逆	比の推定値は統計的に
有意であるが，ヘックマン二段階法による要因

分解の結果がOLSに比べてわずか１パーセント

の差であることを示している。さらに，Manski

（１９８９）は，ヘックマン二段階の推定に確認制

限（identifying restrictions）や頑健性の欠如（gen-

eral lack of robustness）などの問題があることを

指摘している。以上のことを考え，本稿ではOLS

法を用いた。

（注１２） 実証分析では，��が男女計の賃金関
数の推定値によって求められる。

（注１３） Neumark（２００４）は，アメリカにお

いて，男性の場合，他の条件が一定であれば，

独身者に比べ，既婚者の賃金が高いことを示し

ている。この現象は既婚賃金プレミアム（mar-

riage pay premium）と呼ぶ。

（注１４） 本稿の分析結果はKidd and Meng

（２００１）の推計とは異なっている。この理由は

以下の２点にあると考えられる。（１）分析範囲

の不同である。Kidd and Meng（２００１）は，国有

企業しか分析していないが，本稿は国有企業，

集団企業，民営企業や外資企業などの多種多様

な企業所有形態を分析対象とした。（２）分析対

象の時期が異なる。Kidd and Meng（２００１）は，

経済改革の初期（１９８０年代）の変化を分析した

が，本稿では市場経済期（９０年代）の変化に着

目した。１９８０年代に比べ，９０年代に市場経済の

改革が促進され，賃金決定制度および人的資本

は大きく変化し，各要因が男女間賃金格差に与

える影響も変化すると考えられる。

（注１５） 男女平等の労働法規について，１９５４

年の「中華人民共和国憲法」では，「女性は政治，

経済，文化，社会，家庭生活などの分野で，男

性との同等の権利を有する」と規定した。ま

た，１９５４年の憲法では「男女同一労働同一賃金」

（「男女同工同酬」）と規定された。計画経済期

に，労働雇用における男女の平等を実現させる

ため，これらの労働法規が強化された。ただし，

市場経済期に，これらの労働法規が徹底的に実

施されていない問題が起こった［李２００３］。

（注１６） 性別職業分離の問題は，「職業間格差」

（inter−occupation differentials）と「職業内格差」

（intra−occupation differentials）の２種類に分け

られる。職業間格差とは，男女間の職業分布の

相違によって生じる男女間賃金格差であり，職

業内格差とは，同じ職業についても男女の賃金

が異なることによって生じる賃金格差である

［Brown, Moon and Zoloth１９８０］。

（注１７） 同一労働価値同一賃金原則は，ILO第

１００号条約（「同一価値の労働についての男女労

働者に対する同一報酬に関する条約」１９５１年採

択）によって，労働の価値が同等であれば，そ

の労働に従事する労働者に，性別の違いに関わ

らず同一賃金を支払うことを求める原則である。
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